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○南島原市建設工事一般競争入札実施要綱 

平成25年８月１日告示第101号 

改正 

平成26年10月１日告示第105号 

平成27年４月１日告示第31号 

平成29年３月31日告示第34号 

平成31年３月28日告示第29号 

南島原市建設工事一般競争入札実施要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、南島原市の発注する建設工事に係る入札及び契約制度の客観性及び透明

性並びに競争性を高めるため、一般競争入札を実施することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 対象工事 南島原市が発注する、設計金額が原則として1,000万円以上の建設工事

（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。）をいう。 

(２) 競争参加資格委員会 別に定めるところにより設置した、建設工事に係る競争入札の

参加資格の審査に係る委員会をいう。 

(３) 総合評価落札工事 第１号に規定する建設工事のうち、総合評価落札工事として市長

が必要と認める工事をいう。 

(４) 総合数値 建設業法第27条の29第１項に規定する総合評定値（平成16年３月１日前に

経営事項審査の申請を行ったものにあっては、総合評点をいう。）に、別に定める主観的

審査事項の審査結果を加えた数値をいう。 

(５) 事前審査型入札 総合評価落札工事等の入札前に競争参加資格審査を行い、資格確認

通知を受けた者による入札の結果に基づき、落札決定する一般競争入札をいう。 

(６) 事後審査型入札 入札後において、予定価格の範囲内の価格で最低制限価格以上の価

格をもって入札した者のうち最低価格を提示したものについて競争参加資格審査を行い、

当該入札者が入札公告に定める資格要件を満たしていると認めた場合に落札決定する一般

競争入札をいう。 

(７) 主たる営業所 建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）第２条第１号に規定す

る許可申請書に記載された営業所をいう。 

（入札参加者の資格要件） 

第３条 対象工事の入札に参加できる者は、次に掲げる要件を満たし、かつ、第９条第２項の

規定により当該競争参加資格を有する旨の通知を受けた者（事後審査型入札にあっては、第

６条第６項に規定する届出書を適切に提出した者）とする。 

(１) 南島原市建設工事入札参加資格審査申請書（以下「審査申請書」という。）を適切に

提出した者であること。 

(２) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項に該当する者でないこ

と。ただし、被補助人、被保佐人又は未成年者であって、契約締結のために必要な同意を

得ている者は、この限りでない。 

(３) 対象工事に対応する一般建設業の許可又は特定建設業の許可（下請負代金額の総額が

建設業法第３条第１項第２号の政令で定める金額以上となる場合に限る。）を受けている



2/16 

者であること。 

(４) 発注工種について、第６条第１項の規定による競争参加資格確認申請又は同条第６項

の規定による届出書（以下「届出書等」という。）の提出期限の日から落札決定（南島原

市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成18年南島原市条

例第40号）第２条に規定する契約にあっては、南島原市議会の議決をいう。以下同じ。）

までの間において、経営事項審査の有効期間が満了するものでないこと。 

(５) 届出書等の提出期限の日から落札決定までの間において、市長から指名停止又は指名

除外の措置を受け、又は受けることが明らかである者でないこと。 

(６) 届出書等の提出期限の日以前６月から落札決定までの間において、手形交換所で不渡

手形若しくは不渡小切手を出した事実又は銀行若しくは主要取引先から取引停止等を受け

た事実がある者でないこと。 

(７) 落札決定までの間において、会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644条

の規定に基づく清算の開始、破産法（平成16年法律第75号）第18条第１項若しくは第19条

第１項の規定に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法（平成14年法律第154号）第17

条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条

の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者（会社更生法又は民事再生法の規定に

基づく更生手続開始又は再生手続開始の決定日以後を審査基準日とする経営事項審査を受

け、更生計画又は再生計画の認可が決定されたもので、入札参加資格の審査申請書を再度

提出し受理されたものを除く。）でないこと。 

(８) 他の入札参加希望者と一定の系列関係（資本的関係又は人的関係をいう。）がある者

でないこと。 

(９) 総合数値又は総合評定値が一定の点数以上であること。 

(10) 対象工事と同種の工事の施工実績があること。 

(11) 工事現場に配置し、又は専任で配置（建設業法第26条第３項に該当する場合に限

る。）できる一定の資格を持つ技術者を有すること。 

(12) 工事成績評定点に関し、別に定める基準に該当する者でないこと。 

(13) 下請負代金等の未払に関して、別に定める基準に該当する者でないこと。 

(14) 特定建設工事共同企業体（大規模であって技術的難度の高い工事等について、確実か

つ円滑な施工を図ることを目的として結成する共同企業体をいう。以下同じ。）による入

札にあっては、中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）第３条に規定する中小企

業等協同組合又は経常建設共同企業体（中小若しくは中堅の建設業者が継続的な協業関係

を確保することにより、その経営力及び施工力を強化する目的で結成された共同企業体を

いう。）でないこと。 

２ 特定建設工事共同企業体の入札参加資格については、競争参加資格委員会が前項の規定に

準じて構成員の要件その他構成員数、出資比率等結成の要件を定めるものとする。 

３ 前２項に規定するもののほか、必要な資格要件は、競争参加資格委員会において定めるも

のとする。 

（競争参加資格設定調書の作成等） 

第４条 市長は、対象工事が見込まれるときは、競争参加資格設定調書（様式第１号）を作成

し、競争参加資格委員会に提出する。 

（入札公告） 

第５条 入札公告は、南島原市契約規則（平成18年南島原市規則第44号）の規定に基づいて行
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うものとする。 

（競争参加資格確認申請等） 

第６条 事前審査型入札の場合において競争参加資格の確認を受けようとする者（以下「申請

者」という。）は、入札公告により定められた日までに、競争参加資格確認申請書（様式第

２号。以下「申請書」という。）を南島原市入札担当課へ２部提出するものとする。 

２ 申請書に添付する書類は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 同種工事の施工実績表（様式第３号） 

(２) 配置予定技術者等の資格及び工事経験表（様式第４号） 

(３) 対象工事の業種に対応する許可通知書の写し又は許可証明書の写し 

(４) 総合評定値通知書の写し 

(５) その他競争参加資格委員会が必要と認めるもの 

３ 申請者が特定建設工事共同企業体の場合にあっては、前項に掲げる書類のほか、特定建設

工事共同企業体協定書の写しを添付しなければない。 

４ 申請書及び添付書類の作成に要する費用は、申請者の負担とし、これらの書類は、返却し

ないものとする。この場合において、申請書及び添付書類の内容を公表し、又は無断で他の

用途に使用してはならない。 

５ 申請書及び添付書類の諸様式の配布期間、配布場所及び配布方法は、入札公告において明

らかにするものとする。 

６ 事後審査型入札の場合において、入札に参加しようとする者（以下「届出者」という。）

は、入札公告により定められた日までに競争参加資格確認届出書（様式第５号。以下「届出

書」という。）並びに第２項第３号及び第４号並びに第３項に規定する書類を提出するもの

とし、その提出先及び提出部数は、第１項のとおりとする。 

７ 第４項及び第５項の規定は、事後審査型入札の場合に準用する。この場合において、これ

らの規定中「申請書」とあるのは「届出書」と、「申請者」とあるのは「届出者」と読み替

えるものとする。 

（入札説明書の交付） 

第７条 入札説明書は、図面、仕様書、入札参加者の適正かつ迅速な見積りに必要な情報が記

載された資料等を別冊として整備するものとする。 

２ 入札説明書は、入札公告後速やかに交付するものとし、申請書又は届出書の提出期限の日

まで交付するものとする。 

３ 入札説明書の交付期間、交付場所及び交付方法は、入札公告において明らかにするものと

する。 

４ 入札説明書の交付にあたっては、実費を徴収することができるものとする。この場合にお

いては、その旨を入札公告において明らかにするものとする。 

（入札説明書に対する質問及び回答） 

第８条 申請者又は届出者は、入札説明書の内容について、質問をすることができる。この場

合において、申請者又は届出者は、入札公告により定められた日までに、工事担当課に、別

に定める方法により提出しなければならない。 

２ 質問に対する回答は、入札公告により定められた日までに、別に定める方法により回答す

るものとする。 

（競争参加資格の確認） 

第９条 市長は、申請書の提出があった者について、競争参加資格確認申請書一覧表（様式第



4/16 

６号）を作成し、競争参加資格委員会に提出するものとする。 

２ 市長は、競争参加資格委員会において競争参加資格の有無が確認された場合は、その旨を、

入札公告により定められた日までに、競争参加資格確認通知書（様式第７号）により申請者

に通知するものとする。 

３ 前２項の規定は、事後審査型入札には適用しない。 

（競争参加資格がないと認められた者に対する理由の説明） 

第10条 競争参加資格がないと認められた者（事後審査型入札にあっては、第16条第２項の規

定により不適格と認められた者）は、別に定める手続に基づき、その理由について説明を求

めることができる。 

２ 市長は、前項に規定する求めによる審査の結果、競争参加資格があると認めた場合は、同

項の説明とともに、前条第２項の規定による通知を取り消す旨及び競争参加資格がある旨の

通知をするものとする。 

３ 前項の規定は、事後審査型入札には適用しない。 

（現場説明会） 

第11条 特に必要と認められる場合は、現場説明会を開催することができる。 

（競争参加資格確認通知書等の提示） 

第12条 入札執行者は、入札会場において、入札の執行の前に、競争参加資格確認通知書の写

し又は受理された届出書の写しの提示等により、入札に参加しようとする者が当該入札に参

加できる者であることを確認するものとする。 

（入札回数） 

第13条 入札回数は、対象工事ごとに１回とし、次条第１項第１号の落札候補者が決定しなか

った場合は、入札を取り止めるものとする。この場合において、入札の結果、落札者がいな

い場合においても、随意契約による当該工事の契約は行わない。 

（開札） 

第14条 入札執行者は、開札後、不調となった場合を除き、入札参加者に対し次に掲げる内容

を告知するものとする。 

(１) 予定価格の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち、最低

価格を提示したもの（以下「落札候補者」という。）から順に第３順位までのものの入札

金額及びその氏名又は名称 

(２) 予定価格及び最低制限価格 

(３) 次条第１項及び第16条に関する事項 

（競争参加資格の審査） 

第15条 落札候補者は、落札候補者となった旨の通知を受けた日の翌日から起算して３日（休

日を除く。）以内に、事後審査型入札に係る競争参加資格審査申請書（様式第８号）に第６

条第２項第１号、第２号及び第５号に定める書類を添えて、市長に提出しなければならない。

この場合において、当該期限までに提出しないときは、競争参加資格がないものとみなす。 

２ 市長は、前項の規定により書類の提出を受けたときは、入札公告等に示した競争参加資格

要件に基づき、その内容を原則として前項に規定する提出期限の日の翌日から起算して３日

以内（休日を除く。）に審査するものとする。ただし、類似工事における受注機会拡大の運

用について（平成25年７月５日付け25南管財第401号）の対象工事（以下「類似工事」とい

う。）として選定されている工事については、この限りでない。 

３ 前項の審査において、類似工事として選定されている工事で、当該工事より開札順位の早
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い類似工事の入札手続により落札候補者の変更が生じた場合は、既に提出された事後審査型

入札に係る競争参加資格申請書の審査は行わない。 

４ 競争参加資格の審査に疑義が生じたときは、競争参加資格委員会に諮るものとする。 

（落札決定又は競争参加資格不適格の決定） 

第16条 市長は、落札候補者が競争参加資格要件を満たしていることを確認した場合は、その

者を落札者と決定し、直ちに落札者決定通知書（様式第９号）により入札参加者全員に通知

するものとする。ただし、通知の方法を入札公告等で別に定めた場合は、この限りでない。 

２ 市長は、落札候補者が競争参加資格要件を満たしていないことを確認した場合は、当該落

札候補者に対して競争参加資格がない旨を競争参加資格要件不適格通知書（様式第10号）に

より通知する。 

３ 前項の場合において、予定価格の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって申込み

をした者のうち落札候補者の次に低い価格で入札した者（以下「次順位者」という。）があ

るときは、その者に落札候補者となった旨の通知を落札候補者決定通知書（様式第11号）に

より行う。この場合においては、前条及び前２項の規定を準用する。 

４ 前項の規定は、次順位者以外に落札候補者となる者がある場合に準用する。 

（事前審査型入札の特例） 

第17条 前３条の規定は、事前審査型入札には適用しない。 

（契約の不締結） 

第18条 落札者が、契約締結の日の前日までの間において、入札公告に定める入札参加資格要

件のいずれかを満たさなくなった場合、契約を締結しない。この場合、落札者に損害が生じ

ても、南島原市は一切の損害賠償の責めを負わない。 

２ 市長は、前項の規定により契約を締結しない場合、直ちに、落札者に対して、その旨を通

知しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により契約を締結しない場合、当該工事を再度の一般競争入札に付

するものとする。 

（工事費内訳書） 

第19条 対象工事の入札に参加する者は、入札公告の定めるところにより、当該工事の入札に

際し、入札執行者に工事費内訳書を提出しなければならない。 

２ 工事費内訳書は、別に定める工事費内訳書取扱要領に基づき作成しなければならない。 

（入札の無効） 

第20条 申請書若しくは添付書類に虚偽の記載を行った者又は第９条第２項の規定による通知

を受けてから落札決定までの間において第３条の規定による資格要件を満たさなくなった者

のした入札は、無効とする。 

２ 前項の規定は、事後審査型入札の場合に準用する。この場合において、「申請書若しくは

添付書類」とあるのは「届出書若しくは添付書類又は第15条第１項に規定する書類」と、

「第９条第２項の規定による通知を受けてから落札決定」とあるのは「届出書を提出した日

から落札決定」と読み替えるものとする。 

（下請負人報告） 

第21条 市長と工事請負契約を締結した対象工事の落札者（以下「受注者」という。）は、当

該工事に関し下請負人と契約を締結したときは、直ちに、市長に対して、南島原市建設工事

執行規則（平成18年南島原市規則第45号）第12条の２に定める下請負人報告書を提出しなけ

ればならない。 
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（配置予定技術者） 

第22条 受注者は、第６条第２項第２号の規定により提出した書類に記載した技術者を当該工

事の現場に配置し、又は専任で配置（建設業法第26条第３項に該当する場合に限る。）する

ものとする。ただし、市長の承認を受けた場合は、この限りでない。 

２ 前項の技術者は、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを要し、及び建設業法

第26条第３項の規定により専任で配置する技術者は、受注者と申請書（事後審査型入札の場

合は、第15条第１項に規定する書類）の提出期限の日を含め連続して３月以上の雇用関係に

なければならない。 

（入札結果一覧表等の公表） 

第23条 市長は、入札（競争参加資格の有無の確認を含む。）の結果について、落札者の決定

後遅滞なく入札結果一覧表（第９条第２項の規定により競争参加資格がないと認められたも

のがある場合においては、同項に規定する競争参加資格確認通知書の写し又は第16条第２項

の規定により競争参加資格要件を満たしていないことを確認した場合においては、競争参加

資格要件不適格通知書（様式第10号）の写しを含む。）を作成し、これを入札担当課におい

て閲覧に供する方法により公表しなければならない。 

２ 入札結果を公表する期限は、契約を締結した日の翌日から１年を経過した日までとする。

ただし、第18条第１項の規定により契約を締結しない場合は、同条第２項の規定による通知

をした日の翌日から１年を経過した日までとする。 

（落札者とされなかった者に対する理由の説明） 

第24条 入札に参加した者で落札者とされなかった者は、対象工事の入札手続に関し異議があ

るときは、別に定める手続に基づき説明を求めることができる。 

（提出期限等の特例） 

第25条 競争参加資格委員会は、対象工事の緊急性が高く早期の着工を要する場合、対象工事

の施工に高度な技術力を必要とするため審査手続に時間を要する場合その他正当な理由があ

る場合は、第６条第１項及び第６項、第８条第２項並びに第９条第２項の規定にかかわらず、

提出期限、回答期限等を短縮し、又は延長することができる。 

（電子情報処理組織による入札の特例） 

第26条 電子情報処理組織（市の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と

入札に参加しようとする者の使用に係る電子計算機を電気通信回線で接続した電子情報処理

組織をいう。）を使用して処理する情報処理システムで行う入札（電子入札という。）を指

定したときは、この告示に規定する入札手続のうち、南島原市電子入札実施要綱（平成29年

南島原市告示第33号）において定めがある事項は、その規定に基づくものとする。 

附 則 

この告示は、平成25年８月１日から施行する。 

附 則（平成26年10月１日告示第105号） 

この告示は、平成26年10月１日から施行する。 

附 則（平成27年４月１日告示第31号） 

この告示は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日告示第34号） 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月28日告示第29号） 

この告示は、平成31年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（その１）（第６条関係） 

 
様式第２号（その２）（第６条関係） 
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様式第３号（第６条関係） 

 
様式第４号（第６条関係） 
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様式第５号（その１）（第６条関係） 
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様式第５号（その２）（第６条関係） 

 

様式第６号（第９条関係） 
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様式第７号（その１）（第９条関係） 

 



13/16 

様式第７号（その２）（第９条関係） 
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様式第８号（その１）（第15条関係） 

 

様式第８号（その２）（第15条関係） 
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様式第９号（第16条関係） 

 

様式第10号（第16条関係） 
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様式第11号（第16条関係） 

 


